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第１章　市税とくらし

①市税の収入はいくら？

 

市債
72億7,840万円
4.6%

市税
541億60万円
33.9%

地方交付税
220億4,769万円

13.8%

国・県支出金
399億905万円
25.0%

その他
315億9,026万円

19.8%

諸収入
45億6,414万円
2.9%

◆いわき市の収入

◆市税収入の内訳

歳入予算

個人市民税
175億2,459万円

32.4%

法人市民税
35億1,045万円

6.5%

都市計画税　36億82万円　6.7%

事業所税　24億6,259万円　4.6%

市たばこ税　27億8,928万円　5.2%

その他の税　11億3,615万円　2.1%

固定資産税
230億7,671万円

42.7%

1,594億9,013万円

　市の収入は、市民の皆さんに納めていただく市税を中心とした自主財源と、国や県から市の
仕事に対して支出される国・県支出金、国税の一部から全国の市町村に配分される地方交付税
などの依存財源からなっています。
　いわき市の令和８年度の当初歳入予算は1,594億9,013万円で、そのうち市税は541億60万円
と収入全体の33.9％を占め、重要な財源となっています。
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②市の収入１万円の使いみち

 

歳歳出出予予算算のの内内訳訳

民生費 3,970円

総務費 1,200円

衛生費 1,120 円

土木費

880円教育費

公債費

1,120円

770円

農林水
産業費

消防費 320円

310円

80円

230円

その他

商工費

※表示単位未満を四捨五入しているため、積み上げが
　合計と一致しない場合があります

児童、高齢者、障がい者、生活保護などの福祉の充実、保育所の運営のための費用

戸籍、住民登録などの仕事、市役所の管理運営のための費用

ごみ、し尿処理、各種検診や予防接種など保健衛生のための費用

道路・橋の新設整備、住宅建設、公園の整備など都市整備のための費用

小中学校の管理、校舎、体育館等の新増築などの教育・文化の振興のための費用

市債の償還、利子などの支払いのための費用

消防、水防、災害対策のための費用

商工業、観光振興のための費用

農業、水産業、林業振興奨励のための費用

災害復旧費、市議会の運営などのための
費用、労働福祉事業などのための費用

　市民の皆さんに納めていただいた市税がどのように活用されているか、市の収入の総額を
１万円に換算して表しました。

民生費
632億
9，605万円

商工費
49億1,003万円

消防費
51億5,935万円

農林水産業費
35億8，678万円

その他
13億4，667万円

公債費
122億
4,485万円

教育費
139億
4,668万円

土木費
178億
9,838万円

衛生費
178億
9,947万円

総務費
192億
187万円

 

 

歳出予算
1,594億
9,013万円
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市

税

市 民 税

固 定 資 産 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税

軽   自   動   車   税

入 湯 税

都 市 計 画 税

事 業 所 税

………

普 通 税

………

………

………

………

………

………

………

………

目 的 税

国民健康保険税

P 7

P26

P37

P41

P41

P42

P42

P43

P44

　普通税は、納められた税金の
使いみちが特定されず、どのよ
うな事業の費用にもあてるこ
とができる税金です。

　目的税は、納めら
れた税金の使いみち
が特定されている税
金です。

③いわき市の税体系 

　市税とは、市に納める税金の総称です。これに対して、国に納める税金を国税、県に納める
税金を県税といいます。
　現在、市民の皆さんに納めていただいている市税には、次のものがあります。
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　 ～令和８年度に適用された主なもの～
●個人住民税
・給与所得控除の見直し
　給与所得者に適用される給与所得控除について、最低保障額が55 万円から65 万円に10 
万円引き上げられ、給与等の収入金額が190 万円以下の場合は、65 万円を差し引いた金額
が給与所得の金額となりました。
　※給与等の収入金額が190 万円超の場合の給与所得控除額に改正はありません。

・各種扶養控除等に係る所得要件の引き上げ
　各種扶養控除等の適用を受ける場合における所得要件額が10 万円引き上げられまし
た。
　　　　　

・特定親族特別控除の創設
　　生計を一にする年齢19 歳以上23 歳未満の親族等（配偶者及び事業専従者を除く）で、前
年の合計所得金額が58 万円超123 万円以下の方を有する場合には、当該親族等の合計所
得金額に応じて段階的に所得控除の適用を受けられるようになりました。

④税制改正等による変更点
　税制改正等による変更点は次のとおりです。

改正前所得要件 改正後

同一生計配偶者及び扶養親族の合計所得金額 48万円以下

ひとり親が有する生計を一にする子の総所得金額等 58万円以下

雑損控除の適用を認められる親族に係る総所得金額等 58万円以下

勤労学生の合計所得金額 85万円以下

家内労働者の特例における必要経費に算入する金額の最低保障額 65万円

48万円以下

48万円以下

75万円以下

55万円

58万円以下

親族等の合計所得金額控　除 控除額

58万円以下 45万円

58万円超95万円以下

特定親族特別控除

特定扶養控除

45万円

95万円超100万円以下 41万円

100万円超105万円以下 31万円

105万円超110万円以下 21万円

110万円超115万円以下 11万円

115万円超120万円以下 6万円

120万円超123万円以下 3万円
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●軽自動車税
　・軽自動車税環境性能割の廃止
　自動車取得税（県税）の廃止により、令和元年10 月1 日から導入された軽自動車税環境性
能割は、令和８年３月31日をもって廃止となりました。これに伴い、従来の軽自動車税種別
割が軽自動車税に名称が変更されました。
　・二輪車の車両区分の新設（軽自動車税）
　令和６年11 月13 日施行の道路運送車両法施行規則の一部改正に基づき、総排気量
125cc 以下で最高出力を4. 0 kW（50cc 相当）以下に制御したバイク（新基準原付バイク）
に係る軽自動車税の税率を年額2,000 円（50cc 原付と同額）とする。
　※現行の50cc 原付バイクは、令和７年11 月以降、新たな排ガス規制への適合が困難であ
　　ること等により、今後の生産・販売の継続が困難となる。

      適用時期      令和８年度分から適用

●国民健康保険税
　・負担の上限となる賦課限度額引き上げについて
　　基礎課税額を66万円から67万円に引き上げました。
　　子ども・子育て支援納付金課税額を新設し、賦課限度額を３万円としました。
　・低所得世帯への軽減判定基準拡大について
　　５割軽減の対象となる所得の算定における被保険者等の数に乗ずべき金額を30万5 
　千円から31万円に、２割軽減の対象となる所得の算定における被保険者等の数に乗ずべ
　き金額を56万円から57万円に拡大しました。

●たばこ税
・市税たばこ税の課税標準見直し
〇加熱式たばこの課税方式の見直し
　加熱式たばこに係る国及び地方のたばこ税の課税標準について、当分の間、次に掲げる
加熱式たばこの区分に応じ、それぞれ次に定める方法により換算した紙巻たばこの本数と
する。
　イ　紙その他これに類する材料のもので巻いた加熱式たばこ
　　当該加熱式たばこの重量の0.35 g をもって紙巻たばこの一本に換算する方法
　ロ　上記イ以外の加熱式たばこ
　　当該加熱式たばこの重量の0.2g をもって紙巻たばこの一本に換算する方法

車        種

原動機付
自  転  車

税 　額

2,000円

2,000円

2,000円

2,000円

2,400円

特定小型原動機付自転車

50cc 又は 0.6kW 以下

90cc 又は 0.8kW 以下

125cc 以下かつ 4.0kW 以下

125cc 又は 1.0kW 以下

3,700円ミニカー
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　　適用時期　　第一段階 令和８年 ４月１日
　　　　　　　　第二段階 令和８年10月１日

～令和９年度から適用される主なもの～
●個人住民税
・給与所得控除の見直し
　給与所得者に適用される給与所得控除額について、最低保障額が65万円から69万円に４
万円引き上げられ、かつ、令和９年度及び令和10年度に限り、特例で5万円が上乗せされま
す。給与等の収入金額が220万円以下の場合は、74万円（69 万円+5万円）を差し引いた金額
が給与所得の金額となります。
　※給与等の収入金額が220万円超の場合の給与所得控除額に改正はありません。

・各種扶養控除等に係る所得要件の引き上げ
　各種扶養控除等の適用を受ける場合における所得要件額が４万円引き上げられます。

●固定資産税
・固定資産税の免税点の見直し
　固定資産税の免税点は、徴税事務コストと税収額との兼ね合いや少額資産所有者の税負
担を軽減するため、同一の納税義務者が市内に所有する土地・家屋・償却資産それぞれの課
税標準額について、一定額に満たない場合は課税されないものです。

固定資産税の免税点

現行の換算方法 改正後の換算方法

現行の換算方法×1.0 －

現行の換算方法×0.5

現　　　　行

第一段階
改正後

第二段階

新換算方法×0.5

－ 新換算方法×1.0

現 　　　行区　　　分 改　　　 正

30万円 30万円

20万円

土　　　　 地

家 　　　　屋

償 　却　資　 産

30万円

150万円 180万円

所得要件 改正前

同一生計配偶者及び扶養親族の合計所得金額 58万円以下

ひとり親が有する生計を一にする子の総所得金額等 58万円以下

雑損控除の適用を認められる親族に係る総所得金額等 58万円以下

勤労学生の合計所得金額 85万円以下

家内労働者の特例における必要経費に算入する金額の最低保障額 65万円

62万円以下

62万円以下

62万円以下

89万円以下

69万円

改正後


